






2． イギリスにおける職業訓練の変遷：政府と企業の役割 1960 年代から 90 年代初頭まで
3．職業訓練政策の新展開：「新しい徒弟制度」の導入：90 年代中半の取組

















イギリス連立政府・保守党党首のデイヴィッド・キャメロン首相は 2012 年 4 月の日本訪問におい
て、2014 年にホンダがイギリス北東部のサンダーランドに新しい自動車生産計画を立ち上げることに
謝意を表し、これは「イギリスの労働力の技能と柔軟性において、大きな自信となるもの」とコメン




社会経済は ― 近年は消費や金融の面が強調されているものの ― 伝統的に労働力の質、すなわち熟練
skillを重視してきたからである。
一方で、イギリスの労働力の水準低下への指摘は昨今に始まる議論ではない。18・19 世紀に「産業
革命」をいち早く達成した「最初の産業国家」を支えた熟練労働者 skilled workersの技能は 19 世紀末








しては、古い歴史的背景を持つシティ・アンド・ギルド City and Guilds、経営技術教育協会 Business 
and Technicians Education Council（BTEC）、王立技能検定試験委員会Royal Society of Arts Examination 
Boardなどがある。しかし、これらは統一されておらず、また個々の事業者たちにもその相違がよく
理解されていない。また、1980 年代には全国職業資格 National Vocational Qualifications（NVQs）や全
国総合職業訓練資格 General National Vocational Qualifications（GNVQs）などが設置されている。これ
らは、それぞれ対象分野と達成水準を定めた技能基準を与えるものであるが、その水準の達成手段・












1990 年代の諸改革、特に「新しい徒弟制度 Modern Apprenticeship」の基本的な枠組みと政策の意図
を考察する。徒弟制はイギリスの基本的な職業訓練として長く社会に一定の存在感を与え続けてきた














年代まで、労働省 Ministry of Labourの基本的な政策は依然として、この伝統的ボランタリズムに基礎
をおこうとするものであった。7） これは、政治的な領域におけるリベラリズムの伝統を背景に加えて、
イギリスの労働市場のもつ基本的な性質によるところが大きい。経済学的には、技能教育に要するコ
ストと訓練後の労働者確保の問題である。19 世紀のような「自由な労働市場 free market in labour」の
“黄金期 ” は過ぎ去ったものの、イギリスの労働市場、特に熟練工の労働市場は、流動性が高く、労働







れる。9）  ここでは、歴史的な観点から整理をおこなったデズモンド・キング Desmond Kingの研究を
参考にする。キングは、この時期を 3 期に分けている。1960 年代から 1980 年の「三者協調主義








である。しかし、この時期から、全国経済発展協議会 National Economic Development Council（NEDC）
などの設置と共に、政府は「熟練労働の不足は経済拡大の足かせとなる」との認識を示し、企業は政
府によって訓練費用を課されることとなるのである。
これらの画期となるのは 1964 年の産業訓練法 Industrial Training Actの制定である。さらに、その
下に全国に 24 の産業訓練委員会 Industrial Training Boards（ITBs）が設立され、これらの総数は 1969
年には 27 にまで伸長する。ITBsは経営者・労働組合・政府の三者からなる中央訓練協議会 Central 




敗した。そのため、1973年には、保守党のヒースHeath政府により雇用訓練法Employment and Training 
Actが制定され、職業訓練を全国的に統一することを主要な目的に、人材提供委員会 Manpower Service 
Commission（MSC）が設置された。MSCには、経営側としてイギリス産業連合 Confederation of British 
Industries（CBI）が、労働側として労働組合会議 Trade Union Congress（TUC）が参加し、これの取
りまとめを政府が任命する形で運営された。しかし、MSCもその目標を十分に達成することができな
かった。70 年代半ば以降の失業問題の深刻化が、その目的を訓練から失業者援助へとシフトさせたか





年には、16 の ITBsが廃止された。一方で、保守党は MSCの枠組みを使って訓練への予算を拡大、様々
な政府主導の施策を計画した。11） 1983 年には、MSCの下で、16・17 歳の青少年に対する青少年訓練









るネオ・リベラリズムの遂行手段として訓練および企業協議会 Training and Enterprise Councils
（TECs）が全国に設置された。1989 年には、その下に青少年訓練計画 Youth Training Scheme（YTS）

















訓練である「徒弟制 apprenticeship」である。“徒弟 ” は古来より東西を問わず熟練訓練の基幹となる
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制度である。その具体的な内容は、地域と時代によって様々な形態をとるが、基本的に少数対少数の、
職場における実践的過程による技能習得方法であった。13） ハワード・ゴスペル Howard Gospelは、こ
れを「使用者 employerと訓練生 traineeの間の一連の義務と権利を含む、オン・ザ・ジョブ・トレー

















ニングの供給に外部性が存在することによる「低技能の罠 low-skill trap」もしくは「低技能均衡 low-
skill equilibrium」に陥りやすいということで説明される。15） これは比較的高熟練の労働者からなる外
















徒弟が伝統的な熟練労働力の訓練方法であった機械産業についてみると、1964 年から 1974 年の間
に、徒弟の数は 243, 700 人から 139,600 人へと減少した。70 年代に少し回復して 1978 年には 156,200
人になるが、1990 年には 53,000 人にまで減少した。機械産業自体の縮小があるので、これを就業者中
の割合でみたのが図 1である。図が示すように、1960 年代後半から 70 年代と 80 年代を通じて、徒弟
や他のかたちでの訓練生の割合は本質的に減少した。1969 年と 1974 年の間には 31 パーセント、1981
年と 1989 年の間には 54 パーセントの減少をみるのである。すなわち、絶対数・割合の双方で徒弟は
減少していた。
図 1．製造業における徒弟および他の訓練生の就業者に対する割合：1964-1990








のが「新しい徒弟制 Modern apprenticeship」という方向であった。これは、1994 年に政策の重要項
目となった。これは「…NVQ3 レヴェルの実務ベースの訓練であり、90 年代の終わりまでにイングラ








を行うのである。公金支出の透明性を保つため、産業訓練機構 Industrial Training Organizationsが産








1994 年に 40.4 パーセントになり、1997 年には 43.8 パーセントとなる。18）
一方、訓練の質的内容として、「新しい徒弟制」の目標とする技能水準は、NVQ3 のレヴェルであっ
た。これは、YTと異なるところである。Level 3 または（G）NVQ3 の技能水準とは、一般的な学力水
準における A-levelを 2科目ないしそれ以上取得する水準である。この目標の導入後、「徒弟」として
政府からの援助金を通して訓練を施される若年労働者は年々、増加し、1998 年には、約 60,000 人がこ
れら 70 の領域で徒弟として訓練に参加していた。この「新しい徒弟制」が現在に至るイギリス職業訓
練の主なルートとなるのである。
4．1997 年以降の「新しい労働党」の職業訓練「改革」：90 年代後半から 2010 年へ
1997 年に 19 年続いた保守党政権に地滑り的勝利を遂げて政権についたトーニ―・ブレア Tony Blair















の就学児童に読み書き能力を高めるため 1998 年に学校に「読み書きの時間 Literary Hour」を導入、さ
らに、1999 年には計算能力を高めるため「計算の時間 Numeracy　Hour」を導入するなど、一般的な
教育を展開した。20） これらは、のちに「生活力をつけよう Skills for Life」というプログラムとなって
成人にもその対象をひろげたのである。
表 1　基本的教育水準の国際比較：英仏独





のである。保守党時代につくられた TECsは、2000 年の学習及び技能法 Learning and Skills Act下で
2001 年に廃止され、その役割は学習及び技能カウンシル Learning and Skills Council （LSC）によって
引き継がれることなった。2006 年に刊行されたリーチ・レビュー Leitch Review に新しい労働党の熟
䝺䞂䜵䝹2௨ୖ䠄䠂䠅 䝺䞂䜵䝹3௨ୖ䠄䠂䠅
ᖺ㱋ᒙ 19-21 25-27 31-35 19-21 25-27 31-35
ᖺ 1991 1997 2003 1991 1997 2003
䜲䜼䝸䝇 50 59 62 29 39 43
䝣䝷䞁䝇 73 83 82 30 53 52





の目的達成に向けての進展を監督するために設置された全国雇用・技能委員会 UK Commission for 
Employment and Skills（UKCES）の 2009 年報告書は、熟練のサプライ・プッシュを行なえば、使用
者がそれに反応するとの考えを否定し、イギリスが直面している「熟練問題 skill problem」は需要側
―使用者側の訓練への関心が低いことにあると指摘している。21） これは、1960 年代以前から、イギリ
スの労働市場が持っている ‘ 伝統的 ’ な性質である。2007 年の上院特別委員会による調査報告書『徒
弟制：技能への鍵の道』で、制度導入の成功例として挙げられているエイルズベリー・トレーニング・








で示される水準を、基礎的徒弟 Foundation Apprenticeship としてレヴェル 2を目標とし、本来の目標
図 2　政府拠出金による 16-18 歳の職業訓練者数の変化、1994-2010
資料：SFR 15 2011，表 C13 より作成
注 1　 E2Eは 2003 年 8 月に導入された 16-18 歳の若年者に対する学習システムであり、徒弟段階以前の、NVQの
レヴェル 1水準の訓練を行うもの。2010/11 年に廃止された。
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であったレヴェル 3を目指すものを上級徒弟 Advanced Apprenticeshipとした。ただし、「基礎的徒弟」
という表現は、後に単なる「徒弟」に戻された。また、後に述べるように、この時、年齢制限も大き
く緩和された。図 2は、この間の徒弟数の変化を示している。政府のこの転換の結果、16 － 18 歳の





果、2009 年においての上級クラス徒弟の数は 1997 年よりも、むしろ少なくなったからある。
これを実際の訓練の成功率からみると、この状況はより否定的であったことがわかる。図 3は、新
しい労働党政権後期、2005-06 年における各業種別の「新しい徒弟制」の成功率である。全体のコー
ス終了率は、「徒弟」コースで、2004/05 年は 37 パーセント、2005/06 年は上昇したが 50 パーセント






資料　HL Paper 138-I, Apprenticeship: a key rout to skill（2007）, p. 33
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図 2でも示したように、徒弟数は労働党政権の時期を通じても上昇している。しかし、技能の質と

















資料：DS/SFR 12 October　Table8.1 より引用
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表 2　イギリスと他国の徒弟の比較
引用：H. Seedman, The State of Apprenticeship in 2010; International Comparison（2010 ）より引用。24）
2007 年から 2008 年は、信用危機の影響から財政的な制限が大きくなり、計画の失速が明らかにな
る。このような中において、政府は 2008 年に LSCを廃止し、16 － 19 歳の青少年への訓練を管轄する
青少年学習紹介所 Young People’s Learning Agency（YPLA）, 成人への訓練を管轄する技能基金 Skills 
Funding Agency、それらを統括する全国徒弟サービス National Apprenticeship Service（NAS）という
3つの特殊法人を発足させると公表した。さらに 2009 年には、使用者が訓練の場所を増やせるように
確信させる目的から、「徒弟・技能・児童および学習法 Apprenticeships, Skills, Children and Learning 
Act」を成立させ、これらの特殊法人をバックアップするものとした。また、同法は適当な資格を有す
る中途退学者 school leaverに徒弟への資格を与えて、徒弟数の増加をはかることもおこなった。25） ま
た、労働党は徒弟に関わる省庁を「児童・諸学校および家族庁 Department for Children, Schools and 
Families（連立政権下では教育庁 Department for Education, DfEと改称））と「産業・大学および技能
庁 Department for Industry, Universities and Skills（連立政権下ではビジネス・イノベーションおよび
技能庁 Department for Business, Innovation and Skills, BISと改称）」とに分割した。しかし、これらの
諸改革は多くの点で、実際の訓練に混乱を与えたと考えられている。
5．労働党から連立政府へ：現在の諸問題。
2010 年 6 月に成立した保守党と自由民主党 Liberal Democratによる連立政府は、折にふれ「新しい
徒弟制」が進展していることを主張している。YPLAは廃止され、徒弟訓練の推進は NASに統合され
て、幅広い年齢層への徒弟の紹介をおこなっている。26）しかし、連立政権による職能教育政策は、労
働党によるものから制度的に大きな変化はない。それどころか、DfEにおいてはその 2010 年の主要 6
項目の中に徒弟制は取り上げられてすらいないのである。
とはいえ、連立政府も政権発足後に、技能訓練に関する白書を刊行している。「持続可能な成長への



















算編成では、今後 4年間に 50,000 人、徒弟を増やすために政府は 180 万ポンドの予算追加を発表し、
職業教育を重要視する姿勢を示した。たしかに、実際、2010 年からの 1年間で、成人の徒弟数は大き
く増加し、2012 年には 457,200 人と 2011 年から 63.5％増加したと BISは発表している。28）　しかし、
この増加は、労働党後期と同様に、25 歳以上の既に既に就業している労働者層を新たに徒弟とするこ
とで成し遂げられた結果である（図 4を参照）。
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注 1　年齢は学年歴が始まる直前の 8月 31 日の年齢を基準としている。
注 2　 Secondary schoolの多くは comprehensive schoolといわれるものが主で、他にいわゆる grammar schoolなど
もこれに相当する。他に、city technology school や academieといわれる諸学校もこの区分に入る。
注 3 フランスではリセ lyceeとよばれる過程である。
注 4 いわゆるパブリックスクール public schoolは independent school といわれ、通常、13 歳から入学する。
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Skill acquisition of workers in Britain has been formed through the voluntarism of employers and 
employees against the background of free market in labour since the nineteenth century. Although 
general level of vocational training was increasingly introduced from the beginning of the twentieth 
century, the tradition of the voluntarism remained intact for long. The state rarely intervened into 
vocational education until the middle of the century. However, in the postwar period, especially since the 
1960s, policies in the welfare state led governments to mediate the area of the vocational training. This 
tendency was reversed by Thatcherism and market-oriented neo-liberalism and the early 1990s saw the 
revival of voluntarism with reinvented traditional vocational training system, Modern Apprenticeship. 
New Labour under Tony Blair maintained the framework of the vocational training by its predecessor 
and tried to expand the number of apprentices. The quality of the apprenticeship was, however, 
worsened in practice. Under the Coalition government since 2010, the priority of the vocational 
education has been downgraded and skills in Britain confront with many difficulties.
Keywords : Labour market, skill, apprenticeship, training, voluntarism
